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(たばこ税〉




たばこ税(とりまとめに向けて) 

Oたばこ税については、国民の健康の観点から、たばこの消費を抑制するため、将来に向か

って、税率を引き上げていく必要があるのではないか。引上げ幅の判断にあたっては、た

ばこの消費や税収、葉たばこ農家、小売庖、製造者等に及ぼす影響等を見極めつつ行っ

ていくこととしてはどうか。 

O 現行のたばこ法制(たばこ事業法等〉の取扱いについて、どのように考えるか。 

O 上記の方針に沿って、 22年度においては、その第一歩として税率引上げを行うこととして

はどうか。



喪主党政策集 IND日2009(抄)
 

2009年 7月

税制

酒税・たばこ税
酒税・た江こ税は国民の鰭農確保を目的とする税に改めるべきであり、その擦

には国民に分かりやすい仕組みにすることが必要です。

(中略)

たばこ税については財源確保の自的で規定されている環行の fたばこ事業法j

を鰐止して、鎗康増進躍的の法律を新たと部設します。「た iまこ規範枠鑑み条約j

の締約国として、かねてから菌擦豹束として求められている喫盤率を下げるため
の儲格政策の一環として税を金量付けます。具体的には現行の九本あたりいく
らJといった課税方法ではなく、より鍵康への影響を考えた基準で、田氏が納得
でさるような課税方法を検討します。その際には日本たばこ産業株式会社 (JT) 
に対するさまざまな事業規制や政府保有株式のあり方、葉たばこ農家への対応を
開時に行います。


